
（様式①）

[健康福祉局] 介護保険事業費会計 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1款1項1目 総務管理費 4,711,393 4,562,505 4,351,525 4,197,137 359,868 365,368 ○

1款1項2目 要介護認定等事務費 3,012,168 3,006,452 2,727,566 2,722,742 284,602 283,710

1款2項1目 給付費 313,828,918 40,379,885 304,363,997 40,379,765 9,464,921 120

1款2項２目 審査費 241,581 31,093 238,515 31,652 3,066 △ 559

1款3項１目
介護予防・日常生活
支援総合事業

9,841,366 1,392,813 9,587,457 1,358,989 253,909 33,824 ○

1款3項２目 包括的支援事業 5,965,254 1,171,739 5,831,072 1,143,762 134,182 27,977 ○

1款3項３目 任意事業 1,212,068 337,101 1,484,223 345,805 △ 272,155 △ 8,704 ○

1款4項1目 保健福祉事業費 822,800 0 0 0 822,800 0 ○

1款5項1目
介護保険給付費準備
基金積立金

2,159,111 0 148,920 0 2,010,191 0

1款６項1目 予備費 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

計 341,804,659 50,891,588 328,743,275 50,189,852 13,061,384 701,736

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



（様式①）

[健康福祉局] １款１項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 職員人件費 2,258,748 2,258,748 2,283,057 2,283,057 △ 24,309 △ 24,309

2 保険運営費 875,084 873,884 666,820 665,802 208,264 208,082 〇

3 システム運用事業費 1,311,938 1,270,869 1,115,495 1,085,775 196,443 185,094 〇

4 計画策定・管理費 6,673 6,673 22,544 22,437 △ 15,871 △ 15,764

5
介護事業所指導事業
費

110,933 110,726 108,036 107,870 2,897 2,856

6
介護サービス等指
定・更新事業費

140,417 34,005 148,073 24,696 △ 7,656 9,309

7
有料老人ホーム指導
事業費

7,600 7,600 7,500 7,500 100 100

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 4,711,393 4,562,505 4,351,525 4,197,137 359,868 365,368

事　業　計　画　書　目　次

増△減（６－５）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

職員人件費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

         2,258,748令和6年度                  0                  0          2,258,748                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         2,283,057

            ▲24,309

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

         2,283,057

            ▲24,309

         2,251,804          2,268,435

         2,220,486

                 0                  0                  0

                 0

         2,251,804

         2,113,756

         2,113,756

         2,268,435

         2,220,486

                 0                  0                  0

                 0

                   0

介護保険事業費会計（総務管理費）職員人件費
・常勤一般職員 309人事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

事業目的

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
5年度6年度

職員人件費
細事業(事業内訳） 1          2,258,748          2,283,057             ▲24,309

         2,258,748          2,283,057             ▲24,309

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 森 充弘 滝口 あや子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

保険運営費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

           875,084令和6年度              1,200                  0            873,884                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           666,820

             208,264

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           665,802

             208,082

           886,227            712,665

           646,921

           781,042            796,279            813,426

                 0

           885,440

           818,540

           817,877

           711,869

           645,619

           778,666            793,853            810,944

             1,018

                 182

介護保険の被保険者証・保険料額通知書等の各種帳票類の作成・郵送・印刷費や広報事業費、各区における保険管理にかかる諸経費を
執行します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

本市の介護保険制度における被保険者資格管理、保険料賦課徴収、保険給付等の業務を円滑に運用することを目的としています。

事業目的

背景・課題

介護保険法、介護保険法施行令、介護保険法施行規則、横浜市介護保険条例、横浜市介護保険条例施行規則根拠法令・方針決裁等

・第１号被保険者数推移（各年10月１日時点）
　＜実績推移＞
　　３年度930,812人、４年度933,531人、５年度937,148人、６年度943,408人（見込）
・要介護認定者数（各年９月30日時点）
　＜実績推移＞
　　３年度178,974人、４年度183,457人、５年度187,833人、６年度193,368人（見込）

根拠・データ等

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

保険運営費

細事業(事業内訳）

1            873,943            665,879              208,064 主に高額介護サービス費等計算システムの再
構築による増

介護の日フォーラム運営費
2              1,141                941                  200 開催方式の変更による増

           875,084            666,820              208,264

2介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 森 充弘 亀田 幸男



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

システム運用事業費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

         1,311,938令和6年度                  0                  0          1,270,869            41,069                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         1,115,495

             196,443

            29,720

              11,349                   0

                 0

                   0

         1,085,775

             185,094

           821,266          1,028,536

           837,364

         3,635,389          1,800,203          1,800,203

                 0

           811,266

           777,323

           747,953

           992,036

           811,724

         3,589,728          1,754,542          1,754,542

                 0

                   0

介護保険制度の円滑な実施に不可欠な、各業務システムの保守及び運用を確実に実施するとともに、制度改正等に伴うシステム改修等
の対応を行う。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

  制度改正実施   制度改正実施   制度改正実施       制度改正実施   制度改正実施   制度改正実施   制度改正実施
制度改正対応

実績 制度改正実施・ 制度改正実施・
          点検           点検

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

介護保険第1号被保険者が90万人を超える本市においては、資格管理、保険料計算、収納管理、給付費計算、給付実績管理や認定事務
等の膨大な処理を管理する各電算処理システムが確実に稼働することが、介護保険事業の運営において必要不可欠です。

事業目的

今後、国が定める標準仕様書に準拠したシステムへ移行する必要があり、区民の利便性を損なわないシステムの選定や膨大なデータの
円滑な移行が課題です。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、横浜市介護保険条例、横浜市介護保険条例等施行規則根拠法令・方針決裁等

・第１号被保険者数
　＜実績推移＞２年度925,125人、３年度930,812人、４年度933,531人、５年度937,148人、６年度943,408人（見込）

・認定申請受理件数
　＜実績推移＞２年度107,589件、３年度158,402件、４年度176,325件、５年度163,000件（見込）、６年度164,000件（見込）根拠・データ等

平成12年度：介護保険システム運用開始
平成29年度：介護保険システム２再構築
令和２年度：第８期制度及び民法改正対応、認定事務センター関連改修
令和３年度：第８期制度改正対応、申請管理システム構築、認定事務センター関連改修
令和４年度：行政手続きのオンライン化対応、標準化対応
令和５年度：第９期制度改正対応
令和５年度～８年度：標準準拠システム調達開始、第９期制度改正対応、標準準拠システム移行

事業スケジュール

平成10年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護保険システム１運用事業

細事業(事業内訳）

1            776,444            814,615             ▲38,171 細事業の新設による減

介護保険システム２（認定システム）運用事業
2            367,322            300,880               66,442 オンライン対応、認定事務センター対応に伴

う増

次期介護保険システム運用事業
3            168,172                  0              168,172 細事業の新設による増

3介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

         1,311,938          1,115,495              196,443

廣原 英樹 上門 光広 迎 真希



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

計画策定・管理費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

6,673令和6年度 0 0 6,6730 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

22,544

▲15,871

0

 0 0

0

 0

22,437

 ▲15,764

4,198 35,480

31,024

35,480 22,544 5,073

0

4,106

2,171

2,149

35,373

31,014

35,480 22,544 5,073

107

 ▲107

①介護保険運営協議会の運営
②高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画の策定及び管理
③介護保険制度改正に関する調査等

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

実績

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

実績

横浜型地域包括ケアを中長期的に推進していくため、「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画」の策定及び管
理を行い、2025年、ひいては2040年に向け、効率的・効果的な高齢者施策を実施し、老後に対する「不安」を「安心」に変えていきま
す。

事業目的

横浜市では、2025年には、団塊の世代が75歳を迎え、４人に１人が高齢者の時代がやってきます。さらに、2040年には団塊ジュニア世
代が65歳以上の高齢者となり、高齢者数がピークを迎えることが見込まれ、介護や医療ニーズが増大します。

背景・課題

・高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画、認知症施策推進計画の策定（老人福祉法第20条の８、介護保険法第117条、共生社会の実根拠法令・方針決裁等
現を推進するための認知症基本法第13条）
・介護保険の実施主体（保険者）としての役割（介護保険法第３条）
・介護保険運営協議会の設置及び運営（横浜市介護保険条例第14条～17条、横浜市介護保険条例等施行規則第39条～44条）

・介護保険運営協議会
＜実績推移＞３年度１回、４年度３回、５年度５回（見込）、６年度４回（見込）

・高齢者実態調査
＜実績推移＞３年ごとに実施（元年度、４年度、７年度（見込））

・計画策定
＜実績推移＞３年ごとに策定（２年度、５年度（見込）、８年度（見込））

・各種調査
＜実績推移＞３年度未実施、４年度未実施、５年度実施（見込）

根拠・データ等

・平成11年度：事業開始（第１期計画策定）
・平成12年度：介護保険制度施行
・令和４年度：第９期計画の策定に向けた高齢者実態調査の実施
・令和５年度：第９期計画の策定
・令和６年度：第９期計画の推進・プロモーション事業スケジュール

平成11年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護保険運営協議会の運営

細事業(事業内訳）

1 1,480 1,842 ▲362 介護保険運営協議会の開催回数減

計画の策定及び管理
2 ■■ ■■ ■■

介護保険制度改正に関する調査等
3 ■■ ■■ ■■

4高齢健康福祉課健康福祉局

介護保険事業費会計

■■

■■



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

6,673 22,544 ▲15,871

鴨野 寿美夫 川添 祐子 清水 優



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

介護事業所指導事業費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

           110,933令和6年度                207                  0            110,726                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           108,036

               2,897

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

           107,870

               2,856

           110,312            109,852

           102,556

           110,933            110,933            110,933

                 0

           110,212

           106,308

           106,211

           109,752

           102,437

           110,726            110,726            110,726

               166

                  41

サービス情報の市民への提供、サービス内容の公平性の確保、サービスの質の向上等を図ることを目的とします。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           850            950            950                950            950            950            950
運営指導実施件数

実績            841            879件

            －            －          71.9              71.9          71.9          71.9            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

介護サービス満足度

          71.6            －実績％

(１)　事業者指導・監査
介護保険事業者の適正な事業運営と質の向上を図るため、計画的な指導・助言を行います。また、指定市町村事務受託法人への外部委
託による運営指導を行うなど、効率的・効果的な指導・監査を実施します。
さらに、福祉用具の適正利用促進のため、専門職による点検を実施します。
(２)　事業者情報の提供等
各種媒体((社)かながわ福祉サービス振興会ホームページ「かながわ福祉情報コミュニティ」など)を利用し、ケアマネジャーや利用者

事業目的

に向けて、介護保険サービス事業者や施設に関する情報を提供します。
(３)　介護サービス事業者連絡会
区が主体となり指導・情報提供等を目的とした連絡会を開催し、介護保険サービス事業者の質的向上を図ります。

介護保険制度の健全かつ適正な運営を確保するため、介護保険法令等に基づく指導等を実施します。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、横浜市指定居宅サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する条例他根拠法令・方針決裁等
横浜市介護保険サービス事業者等指導及び監査実施要綱 等

横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠・データ等

・平成27年度　委託による実地指導の開始（200件）、嘱託員の新規雇用（２名）
・平成28年度　委託による実地指導件数の増（400件）、嘱託員の増（２名）
・平成29年度　委託による実地指導件数の増（600件）、嘱託員の増（２名）
・平成30年度　委託による実地指導の対象サービス種別の拡大
・令和元年度　委託による実地指導件数の増（700件）、嘱託員の増（２名）
・令和２年度～　委託による実地指導の対象サービス種別の拡大、委託による実地指導件数の増（800件）  　
　　　　　　　　新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から、書面による指導の実施
・令和４年度　委託による運営指導の対象サービス種別の拡大
　　　　　　　対面による運営指導の再開

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

事業者指導・監査

細事業(事業内訳）

1             66,472             66,473                  ▲1 端数修正のため

事業者情報提供等事業
2              4,148              2,769                1,379 介護報酬改定に伴う改修費用負担額の増

事業者指導・監査（人件費、事務経費）
3             40,313             38,794                1,519 社会保険料利率変更及び給与改定による増

5介護事業指導課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

           110,933            108,036                2,897

平尾 光伸 大岩 真人 齋島 日和



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

介護サービス等指定・更新事業費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

           140,417令和6年度            100,912                  0             34,005             5,500                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           148,073

             ▲7,656

            19,900

            ▲14,400                   0

                 0

                   0

            24,696

               9,309

           120,723            139,156

           115,387

           140,417            140,417            140,417

                 0

            29,521

           113,720

            29,683

            24,983

            35,398

            34,005             34,005             34,005

           103,477

             ▲2,565

介護サービス事業所等の指定更新事務を中心に、必要な情報の提供や運営の支援を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

          1743           1444           1787               1648           1648           1648           1648件数
新規指定・指定更新

実績           1394           1310件

            －            －          71.9              71.9          71.9          71.9            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

介護サービス満足度

          71.6            －実績％

・介護事業所等(居宅サービス及び地域密着型サービス並びに施設サービス等)の新規指定及び指定更新事務を行います。
・平成30年度４月に神奈川県より事務移管された介護サービス情報の公表制度について、指定調査機関及び指定情報公表センターに業
務を委託し、公表制度を運用します。
・指定・更新時に使用する台帳システムの運営負担金について、神奈川県の按分と請求に基づき支出します。
・介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業を実施します。

事業目的

新規指定及び指定更新の事務において、不適切な運営とならないよう介護事業所の運営基準等を審査し、介護サービスの質を担保しま
す。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、横浜市指定居宅サービスの事業の人員、設備、運営等の基準に関する条例 他根拠法令・方針決裁等

横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画

根拠・データ等

平成24年度：事業開始
平成30年度：介護サービス情報の公表制度について、神奈川県より事務移管
令和元年度：介護職員処遇改善加算の取得促進支援事業の開始

事業スケジュール

平成24年度事業開始年度

1
5年度6年度

居宅サービス、第１号事業者指定更新

細事業(事業内訳）

1             34,827             32,117                2,710 社会保険料利率変更による増

地域密着型サービス指定更新
2             12,394             11,910                  484 社会保険料利率変更及び給与改定による増

施設サービス指定更新
3              3,653              3,440                  213 社会保険料利率変更による増

介護サービス情報公表制度
4             72,486             72,486                    0

介護サービス指定更新、加算取得支援事業
5             17,057             28,120             ▲11,063 介護台帳システム改修負担金の減

6介護事業指導課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

           140,417            148,073              ▲7,656

平尾 光伸 大岩 真人 齋島 日和



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 1

有料老人ホーム指導事業費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

7,600令和6年度 0 0 7,6000 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

7,500

100

0

 0 0

0

 0

7,500

 100

7,200 7,200

6,975

8,000 8,200 8,200

0

7,200

6,975

6,975

7,200

6,975

8,000 8,200 8,200

0

 0

介護付有料老人ホームの立入検査の一部を委託で行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

45 45 50 53 56 59 62
委託実施件数

実績 45 45件

62595653504545

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

委託による指導によ
り改善を図った事業
所数

4545実績か所

介護付有料老人ホームの立入検査の一部を委託で行うことで、年々施設が増加している分の業務負担を軽減することができ、他業務を
より円滑に進めることが期待されます。

事業目的

背景・課題

介護保険法及及び関係政省令根拠法令・方針決裁等

・施設数
<実績推移>２年度204、３年度210、４年度210、５年度223(見込)、６年度233（見込）
・立入検査対象施設数
<実績推移>２年度68、３年度49、４年度61、５年度74(見込)、６年度77（見込）
・委託実績数
<実績推移>２年度０、３年度45、４年度45、５年度50（見込）、６年度53（見込）

根拠・データ等

立入検査（７月～１月）

事業スケジュール

平成29年度事業開始年度

1
5年度6年度

細事業(事業内訳） 1 ■■■

7,600 7,500 100

7高齢施設課健康福祉局

介護保険事業費会計

松村 健也 田中 牧子 松本 彩那

■■■ ■■■ ■■■ ■■■



（様式①）

[健康福祉局] １款１項２目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 要介護認定等事務費 3,012,168 3,006,452 2,727,566 2,722,742 284,602 283,710

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 3,012,168 3,006,452 2,727,566 2,722,742 284,602 283,710

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

1 2

要介護認定等事務費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

         3,012,168令和6年度              4,291                  0          3,006,452             1,425                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         2,727,566

             284,602

             1,425

                   0                   0

                 0

                   0

         2,722,742

             283,710

         2,564,540          2,822,447

         2,522,603

         2,954,419          2,977,961          2,996,503

                 0

         2,561,008

         2,134,427

         2,131,871

         2,818,923

         2,518,698

         2,949,595          2,973,137          2,991,679

             3,399

                 892

介護保険法等に基づき、被保険者が適正な介護サービスを受けるために必要な要介護認定を各区高齢・障害支援課で実施するための事
業費です。また、要介護認定事務センターを運営、各種研修を実施するなど事務の適正化を図ります。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

       152,743        162,600        163,000            164,000        167,000        170,000        173,000
認定申請受理件数

実績        158,402        176,325件

       213,700       202,700       198,200           193,300       187,800       185,200       178,100

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

要介護認定者数

       183,433       178,974実績人

　被保険者一人ひとりがその状態にあった要介護認定を受けることにより、適正な介護サービスを利用することができることを目指し
、以下のことを実行します。
・要介護認定申請（新規・更新・区分変更等）を適正に受付します。
・認定審査のために必要な認定調査を適正かつ円滑に実施または委託し、調査票を作成します。
・認定審査のために必要な主治医意見書作成を医療機関に依頼し、適正かつ円滑に収受します。
・介護認定審査会を開催し、適正な運営に努めます。

事業目的

　開催方法…合議体単位で審査及び判定の案件を取り扱います。
　合議体（審査部会）…医療、保健医療、福祉に関する学識経験者から市長が任命する委員5人により構成されます。
・審査判定後、認定結果について、申請を受けた日から30日以内に申請者に通知します。
　（30日を超える場合は、延期された理由を通知する必要があります。）
・要介護認定事務センターを引き続き運用するとともに、各種研修を実施し、認定業務の適正化を図ります。

背景・課題

介護保険法等根拠法令・方針決裁等

・第１号被保険者数推移（各年度10月1日)
　元年度915,798人、２年度925,125人、３年度930,812人、４年度933,531人、５年度937,148人、６年度943,408人（見込）
　　うち65歳～74歳推移（各年度10月1日)
　　元年度443,222人、２年度443,089人、３年度443,892人、４年度425,583人、５年度408,410人、６年度394,318人（見込）
　　うち75歳以上推移（各年度10月1日)
　　元年度472,576人、２年度482,036人、３年度486,920人、４年度507,948人、５年度528,738人、６年度549,090人（見込）
　※見込数値は、第９期よこはま地域包括ケア計画・横浜市介護保険事業計画の推計値とする。

根拠・データ等

平成30年度～令和２年度　第７期よこはま地域包括ケア計画・横浜市介護保険事業計画
令和３年度～令和５年度　第８期よこはま地域包括ケア計画・横浜市介護保険事業計画
令和６年度～令和８年度　第９期よこはま地域包括ケア計画・横浜市介護保険事業計画

事業スケジュール

平成11年度事業開始年度

1
5年度6年度

要介護認定人件費事業

細事業(事業内訳）

1          1,162,573          1,112,523               50,050 人件費等の報酬改定による増

要介護認定事務事業
2          1,530,427          1,369,977              160,450 調査委託費の見直し等

認定適正化事業
3            319,168            245,066               74,102 業務量増に伴う認定事務センターの事務スペ

ースの拡張

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

         3,012,168          2,727,566              284,602

廣原 英樹 長久 博 佐浦 雅貴



（様式①）

[健康福祉局] １款２項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 保険給付費 313,828,918 40,379,885 304,363,997 40,379,765 9,464,921 120

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 313,828,918 40,379,885 304,363,997 40,379,765 9,464,921 120

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

保険給付費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

       313,828,918令和6年度        160,505,452                  0         40,379,885        67,272,378         45,671,203

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

       304,363,997

           9,464,921

        64,880,167

           2,392,211           1,620,106

                 0

                   0

        40,379,765

                 120

       288,408,530        294,124,702

       285,231,717

                 0                  0                  0

        44,051,097

        39,713,174

       278,714,839

        38,542,176

        39,268,856

        37,936,374

                 0                  0                  0

       155,052,968

           5,452,484

介護保険サービスに係る給付等の支払いを行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

介護保険サービスに係る給付等の支払を行う法定業務です。

事業目的

背景・課題

介護保険法等根拠法令・方針決裁等

〇介護保険給付費等の見込み（単位／億円）
　R2：2,707　R3：2,778、R4：2,833、R5：3,045、R6：3,140
（R2～R4：実績、R5～R6：予算額）

根拠・データ等

令和３年度～令和５年度　　第８期　横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画
令和６年度～令和８年度　　第９期　横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

保険給付費
細事業(事業内訳） 1        313,828,918        304,363,997            9,464,921 計画に基づく増

       313,828,918        304,363,997            9,464,921

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 森 充弘 滝口 あや子



（様式①）

[健康福祉局] １款２項２目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 審査費 241,581 31,093 238,515 31,652 3,066 △ 559

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 241,581 31,093 238,515 31,652 3,066 △ 559

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 2

審査費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

           241,581令和6年度            123,519                  0             31,093            55,684             31,285

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           238,515

               3,066

            54,441

               1,243                 337

                 0

                   0

            31,652

               ▲559

           224,031            229,205

           219,485

                 0                  0                  0

            30,948

            30,857

           228,024

            31,683

            30,613

            29,310

                 0                  0                  0

           121,474

               2,045

神奈川県国民健康保険団体連合会へ支払う手数料です。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

介護給付費等の審査及び支払いの事務処理にかかる手数料を神奈川県国民健康保険団体連合会へ支払います。

事業目的

背景・課題

介護保険法等根拠法令・方針決裁等

〇介護保険給付費等の見込み（単位／億円）
　R2：2,707　R3：2,778、R4：2,833、R5：3,045、R6：3,140
（R2～R4：実績、R5～R6：予算額）

根拠・データ等

令和３年度～令和５年度　　第８期　横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画
令和６年度～令和８年度　　第９期　横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

保険給付費
細事業(事業内訳） 1            241,581            238,515                3,066 計画に基づく増

           241,581            238,515                3,066

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 森 充弘 滝口 あや子



（様式①）

[健康福祉局] １款３項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
地域づくり型介護予
防事業

115,130 13,788 85,611 10,700 29,519 3,088 〇

2 訪問支援事業 150,787 122,772 152,033 118,799 △ 1,246 3,973

3
よこはまシニアボラ
ンティアポイント事
業

80,513 10,063 83,031 10,379 △ 2,518 △ 316

4
介護予防・生活支援
サービス事業

9,494,936 1,246,190 9,266,782 1,219,111 228,154 27,079

5 0 0

6 0 0

7 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 9,841,366 1,392,813 9,587,457 1,358,989 253,909 33,824

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 1

地域づくり型介護予防事業

1 15 1

事業名称

歳出予算科目

           115,130令和6年度             38,196                  0             13,788            50,100             13,046

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            85,611

              29,519

            41,088

               9,012               2,346

                 0

                   0

            10,700

               3,088

            70,735             88,570

            83,490

           118,276             97,931             97,931

            10,700

             8,842

            58,090

             7,161

            11,073

            10,436

            14,747             12,203             12,203

            23,123

              15,073

介護予防や健康づくりに取り組むことができるよう、個々の健康状態、関心に応じて参加できる通いの場が充実した地域づくりを推進
します。また、一人ひとりが生きがいや役割を持って多様な社会参加をすることで、介護予防や地域づくりができる体制を構築します
。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

          3400           3700           4000               4400           4700           5000           5300
通いの場等の数

実績           3639           7360箇所

           9.3           8.8           8.2               7.7           7.2           6.6           6.0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

通いの場等参加率

          10.6           6.0実績％

今後訪れる介護需要の増大を防ぎ、介護リスクが高まる年齢を後ろ倒しにするため、行政と住民が、地域の健康課題及びその解決に向
けた目標を共有し、地域の特性を活かしながら自助・共助を基盤とした、介護予防の取組の推進を目的として実施します。

事業目的

日本の生産年齢人口は2040年には約25％減少すると予測されており、働き世代の財政負担は大きくなります。
さらに、単身世帯が増加することにより、地域とのつながりが薄く、人や支援にアクセスできないまま課題が複雑化するケースが増加
することも危惧されています。

背景・課題

・介護保険法及び関係政省令根拠法令・方針決裁等
・地域支援事業実施要綱　別記１(2)
・横浜市一般介護予防事業の実施に関する要綱
・横浜市元気づくりステーション事業実施要綱
・高齢者地域健康体操・レクリエーション教室設置要領

【基礎データ（いずれも横浜市）】
・高齢化率：令和２年：24.8％(国勢調査R2.1.1)、令和７年：26.1％、令和22年：33.2％（H27年国勢調査を基準とした将来人口推計
）
・要介護認定率＜推移＞：平成27年17.0％、令和２年18.3％、令和７年20.8％、令和22年22.0％（令和７年以降推計値）
【健康とくらしの調査（2019）】
・フレイルあり割合　65～69歳：11.8%　70～74歳：14.9％　75歳～79歳：19.9%　80歳～84歳：30.3%　85歳以上：46.8％
・要支援要介護リスク者割合　65～69歳：0.5%　70～74歳：9.3％　75歳～79歳：52.8%　80歳～84歳：100%　85歳以上：100％
・幸福感がある者の割合　65～69歳：46.8%　70～74歳：46.7％　75歳～79歳：46.9%　80歳～84歳：47.2%　85歳以上：49.9％

根拠・データ等

・平成18年度　事業開始
・平成21年度　「地域健康体操・レクリエーション教室助成(昭和58年５月事業開始)」高齢健康福祉課事業から本事業へ移行
・平成24年度　「元気づくりステーション事業」開始
・平成25年度　一般介護予防事業評価事業の中でJAGES 2013年調査実施
・平成28年度　「介護予防把握事業」「一般介護予防事業評価事業」が介護予防推進事業から本事業へ移行
　　　　　　　「地域リハビリテーション活動支援事業」全区で実施
　　　　　　　一般介護予防事業評価事業の中でJAGES 2016年調査実施
・令和元年度　一般介護予防事業評価事業の中でJAGES 2019年調査実施
・令和３年度　フレイル予防検討会の実施

事業スケジュール

・令和４年度　通い場等検討会の実施、一般介護予防事業評価事業の中でJAGES 2022年調査実施

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護予防把握事業

細事業(事業内訳）

1                275                275                    0

介護予防普及啓発事業
2             34,906             35,035                ▲129 実績に基づく減

地域介護予防活動支援事業
3             39,294             20,520               18,774 高齢者社会参加推進ポイント事業の拡充によ

る増

1地域包括ケア推進課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。 令和 3年度

元気づくりステーション事業

細事業(事業内訳）

4             11,840             11,759                   81 実績に基づく増

一般介護予防事業評価事業
5             24,125             13,363               10,762 広域連合の補助金の受入款項目の変更による

増

地域リハビリテーション支援事業
6              4,690              4,659                   31 職員向け人材育成研修委託等実施による増

           115,130             85,611               29,519

岩井 一芳 清水 智子 田島 裕一朗



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 1

訪問支援事業

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

           150,787令和6年度             16,651                  0            122,772             7,505              3,859

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           152,033

             ▲1,246

             8,828

             ▲1,323               ▲769

                 0

                   0

           118,799

               3,973

           153,622            153,607

           137,489

           134,780            119,753            119,753

             4,628

           120,402

           144,074

           137,855

           120,234

           130,519

           120,826            118,957            118,957

            19,778

             ▲3,127

40歳以上で、療養上の保健指導が必要であると認められる方及びその家族などに対し、保健師や看護師が訪問を行い、その健康に関す
る問題を総合的に把握し、介護を要する状態に陥ることを予防するとともに自立を支援するために必要な指導を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         9,854          8,800          8,900              9,000          9,100          9,200          9,300回数
訪問指導事業 訪問

実績          8,686          8,744回

            25            25            25                25                          ―            ―

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

介護サービス等につ
なげ支援を引き継い
だ割合

            ―            ―実績%

　保健・医療の専門職が短期・集中的に支援を行うことにより、対象者の閉じこもり予防及びその改善、社会参加の促進並びに介護予
防を図ります。
　要介護状態になることの予防や生活習慣病の予防等の「重度化・重症化予防」及び虐待、認知症、多問題、セルフネグレクト等の困
難が予測されるケースに対して見守りや介入のタイミングを図る「困難化の予防」を図ります。事業目的

療養上保健指導が必要な状態の方でも適切な医療や介護サービスにつながらないために、本人への支援が遅れてしまい状態が悪化する
ことがあります。また、家族の負担も増すことは、心身に障害を来たしたり、あるいは虐待、ネグレクト等本人に対する影響が起こる
可能性もあります。

背景・課題

健康増進法、介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱、横浜市訪問指導事業実施要綱、横浜市訪問型短期予防サービス実施根拠法令・方針決裁等
要綱

・訪問型短期予防サービス訪問回数　 ２年度568人・３年度734人・４年度548人
・訪問指導事業訪問回数    ２年度8,606人・３年度8,686人・４年度8,744人

根拠・データ等

＜訪問型短期予防サービス＞
・平成18年度：平成18年4月の介護保険法改正に伴い、訪問指導事業の一部(二次予防事業対象者への訪問)を訪問型介護予防
　　　　　　　事業に移行。
・平成27年度：介護保険法改正により地域支援事業に位置づけられた介護予防・日常生活支援総合事業の訪問型短期集中予防
　　　　　　　サービスとして実施するため、平成28年１月より訪問型介護予防事業を訪問型短期予防サービスに移行。
・令和５年度：「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」検討会を実施
・令和６年度：「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」（後期高齢者医療事業費会計）を３区先行実施
　　　　　　　（訪問型短期予防サービスから一部移行し実施。令和８年度に完全移行。）

事業スケジュール

＜訪問指導事業＞
・昭和50年度：「横浜市在宅看護婦活動事業」として開始。
・昭和57年度：老人保健法制定により「訪問指導事業」へ名称変更を行い、市費事業として実施。
・平成24年度から平成27年度まで任意事業（1款3項3目）で実施。（平成27年度は、任意事業対象外）
・平成28年度：訪問型短期予防サービスとあわせて「訪問支援事業」として介護予防・日常生活支援総合事業（1-3-1）の
　　　　　　　中で実施

昭和50年度事業開始年度

1
5年度6年度

訪問型短期予防サービス

細事業(事業内訳）

1             31,034             37,180              ▲6,146 一部「高齢者の保健事業と介護予防の一体的
実施事業」に移動のため減

訪問指導事業
2            119,753            114,853                4,900 負担率の変更による増

2高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

           150,787            152,033              ▲1,246

吉原 祥子 高野 利恵 飯島 遼太郎



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 1

よこはまシニアボランティアポイント事業

1 15 2

事業名称

歳出予算科目

            80,513令和6年度             21,739                  0             10,063            38,647             10,064

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            83,031

             ▲2,518

            39,855

             ▲1,208               ▲315

                 0

                   0

            10,379

               ▲316

            93,582             73,664

            68,051

            93,464             98,967             98,967

            10,379

            11,698

            57,126

             7,141

             9,208

             8,506

            11,683             12,371             12,371

            22,418

               ▲679

　元気な高齢者が介護施設等で生活介助の補助や行事の手伝いなどのボランティア活動を行うことにより、ポイントがたまり、たまっ
たポイントに応じて寄附・換金できる仕組みです。厚生労働省通知（平成19年５月）により、地域支援事業として介護支援ボランティ
ア活動を推進する事業が認められたことに伴い、本市でも平成21年10月から当事業を開始しました。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           700            685            715                745            775            805            835
受入機関数

実績            672            679箇所

         9,100         8,400         7,700             7,000        10,000         7,000         9,000

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

活動者数

         5,634         4,821実績人

【背景・課題・事業目的】
　被保険者及び要介護認定者が増加していく中で、介護予防へ積極的に取り組むことは、持続可能な介護保険制度運営のため、保険者
の責務となっています。当事業は、高齢者の社会参加や地域貢献を支援し、ご本人の介護予防に取り組むと同時に、受入施設の人材不
足解消にも効果が期待できることから、保険者として引き続き事業を行っていく必要があります。

【令和６年度実施内容および期待される事業効果】

事業目的

(1)登録研修会の実施：事業登録者数の増加・高齢者の社会参加
　 事業の内容、ボランティアに関する研修会を月２、３回程度実施し、高齢者の社会参加のきっかけづくりを支援します。
(2)受入機関、受入拠点等の指定・登録事務：事業活動場所の確保・施設の人材不足解消
　 施設及び団体からの申請に基づき、受入機関を指定・登録を行い、高齢者の活動できる場を増やします。
(3)転換交付金の支払に係る事務：事業活動者数の増加・高齢者の介護予防
　 活動で貯めたポイントについて、登録者に換金交付または登録者の希望する基金等へ寄附し、登録者の意欲向上を図ります。
(4)効果的・継続的な事業運営に向けた検討
　活動者数の増加を目的に、より参加しやすい対象活動および参加方法を検討します。継続的な事業運営を目的に、ポイント管理方法
の検討を行います。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱、よこはまシニアボランティアポイント事業実施要綱根拠法令・方針決裁等

・ボランティアポイント事業登録者数【累計】　
　＜実績推移＞２年度22,533人、３年度23,243人、４年度24,404人、５年度25,904人（見込）、6年度27,904人（見込）
・寄附・換金額
　＜実績推移＞２年度11,405,600円、３年度11,739,200円、４年度15,077,800円、５年度17,277,000円（見込）、6年度19,186,000円
（見込）
・寄附・換金者数
　＜実績推移＞２年度4,334人、３年度3,228人、４年度3,876人、５年度4,751人（見込）、6年度5,276人（見込）

根拠・データ等

・平成21年10月：事業開始　※よこはま健康スタイル推進事業の実施に合わせ、一体的に事業の推進を図る。
・平成25年４月：対象拡大（病院、地域子育て支援拠点、親と子のつどいの広場）
・平成26年４月：対象拡大（中途障害者地域活動センター）
・平成29年３月：対象拡大（元気づくりステーション、医療型障害児入所施設）
・平成31年３月：対象拡大（介護予防・生活支援サービス補助事業補助金交付団体）
・令和２年４月：対象拡大（老人福祉センター、認知症カフェ運営団体）

事業スケジュール

平成21年度事業開始年度

1
5年度6年度

よこはまシニアボランティアポイント事業
細事業(事業内訳） 1             80,513             83,031              ▲2,518 実績に基づく減

3介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

            80,513             83,031              ▲2,518

廣原 英樹 森 充弘 亀田 幸男



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 1

介護予防・生活支援サービス事業

1 15 4

事業名称

歳出予算科目

         9,494,936令和6年度          4,100,768                  0          1,246,190         3,008,653          1,139,325

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         9,266,782

             228,154

         3,117,728

           ▲109,075              24,139

                 0

                   0

         1,219,111

              27,079

         8,800,869          9,211,964

         8,538,459

        10,101,100         10,410,742         10,636,897

         1,115,186

         1,183,049

         8,452,266

         1,082,969

         1,228,300

         1,109,670

         1,321,958          1,360,664          1,388,933

         3,814,757

             286,011

　介護保険の要支援認定を受けた方及び基本チェックリストの基準に該当して事業対象者となった方（以下「要支援者等」という。）
を対象に、訪問及び通所のサービスを提供します。要支援者等の多様な生活支援ニーズに応じて、要支援者等自身の能力を最大限生か
せるよう、専門的なサービスに加え、住民主体の支援等も含めた多様なサービスを提供します。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

     8,800,869      9,211,964      9,266,782          9,494,936     10,101,100     10,410,742     10,636,897サービス事業費
介護予防・生活支援

実績      8,452,266      8,538,459千円

         28.60         28.60         28.60             28.60         28.60         28.60         28.60

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

要介護認定者数に占
める要支援者数

         28.64         28.67実績％

①平成27年度の介護保険制度の改正に伴い、従来予防給付として提供されていた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護に
ついて、市町村の実施する介護予防・生活支援サービス事業に移行しました。横浜市では、平成28年1月から従来の予防給付に相当す
る横浜市訪問介護相当サービス及び横浜市通所介護相当サービス、平成28年10月から人員基準を緩和した横浜市訪問型生活援助サービ
ス、平成29年10月からボランティア等の住民主体による支援を行う介護予防・生活支援サービス補助事業を実施しています。

②地域包括ケアシステムの基盤の一つとなる介護予防・生活支援サービスの充実を図り、地域全体で高齢者の生活を支えます。

事業目的

専門的なサービスに加えて住民主体の支援等も含めた多様なサービスを提供することで要支援者等自身の能力を最大限生かせるように
していきたい。

背景・課題

介護保険法、地域支援事業実施要綱、横浜市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱等根拠法令・方針決裁等

・要支援認定者・事業対象者数（各年度３月末現在）
　＜実績推移＞２年度51,088人、令和３年度51,958人、令和４年度52,763人

根拠・データ等

平成27年度：横浜市訪問介護相当サービス・横浜市通所介護相当サービス・横浜市訪問型短期予防サービスの開始
平成28年度：横浜市訪問型生活援助サービスの開始、基本チェックリストの活用開始
平成29年度：横浜市介護予防・生活支援サービス補助事業の開始

事業スケジュール

平成27年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護予防・生活支援サービス事業
細事業(事業内訳） 1          9,494,936          9,266,782              228,154 実績によるサービス事業費の増と改修内容の

見直しによるシステム改修費の増

         9,494,936          9,266,782              228,154

4高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 阪柳 雅也 中林 春花



（様式①）

[健康福祉局] １款３項２目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
地域包括支援セン
ター運営費

4,243,283 816,832 4,165,271 801,814 78,012 15,018

2
ケアマネジメント推
進事業

2,878 555 3,377 650 △ 499 △ 95

3
在宅医療・介護連携
推進事業

428,561 82,498 398,805 76,770 29,756 5,728 〇

4
認知症初期集中支援
推進事業

135,720 26,126 135,720 26,126 0 0

5
生活支援体制整備事
業

1,075,286 207,263 1,057,025 203,748 18,261 3,515 〇

6
地域ケア会議推進事
業

1,060 204 986 189 74 15

7
地域包括ケア推進事
業

41,068 31,068 38,414 28,414 2,654 2,654

8
市民の意思決定支援
事業(エンディング
ノート等普及啓発)

6,468 1,247 6,865 1,322 △ 397 △ 75

9
認知症地域支援推進
事業

30,930 5,946 24,609 4,729 6,321 1,217 〇

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 5,965,254 1,171,739 5,831,072 1,143,762 134,182 27,977

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

地域包括支援センター運営費

1 10 1

事業名称

歳出予算科目

         4,243,283令和6年度            975,955                  0            816,832         1,633,664            816,832

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         4,165,271

              78,012

         1,603,630

              30,034              15,017

                 0

                   0

           801,814

              15,018

         3,966,555          4,015,752

         3,766,203

         4,328,777          4,418,165          4,463,000

           801,815

           763,561

         3,727,295

           717,502

           773,035

           723,583

           833,294            850,500            859,131

           958,012

              17,943

市民の誰もが地域において健康で安心して生活を営むことができるように、地域の身近な福祉・保健活動の拠点として様々な取組を行
う地域包括支援センターの円滑な運営を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           143            145            146                147            147            147            147ー設置数
地域包括支援センタ

実績            143            145施設

       288,000       288,000       288,000           285,000       277,000                            

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

地域包括支援センタ
ーにおける相談件数

       290,593       272,050実績件

当事業及び地域活動交流等の機能を担う地域ケアプラザによる一体的な制度運営を通じて、市民の誰もが地域において 健康で安心し
て生活を営むことができる環境づくりを推進します。

事業目的

身近な福祉保健活動の拠点として地域ケアプラザを日常生活圏域ごとに設置し、地域包括支援センターと一体的に運営することにより
、相談支援や地域支援等を行ってきました。地域課題が多様化・複合化する中で、地域包括支援センターの役割はますます重要になっ
ています。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱、横浜市介護保険条例、横浜市地域ケアプラザ条例、横浜市地域包括支援センター根拠法令・方針決裁等
運営事業実施要綱ほか

地域包括ケア計画にて、日常生活圏域の148圏域（ただし寿地区圏域は不老町地域包括支援センターが担当のため、147箇所（予定））
に設置と位置づけています。
（令和４年度末時点：145施設）

根拠・データ等

指定管理等による施設の管理運営及び研修の開催並びに各区福祉保健課等を通じた各施設連絡調整等（通年）
新規開所に向けた各種調整（通年）

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域包括支援センター運営費等

細事業(事業内訳）
1          4,237,357          4,159,345               78,012 地域ケアプラザの新規開所に伴う増等

事務費等
2              5,926              5,926                    0

         4,243,283          4,165,271               78,012

1地域支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

中村 明子 藤村 綾香 土居 志奈乃



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

ケアマネジメント推進事業

1 16 2

事業名称

歳出予算科目

             2,878令和6年度                662                  0                555             1,107                554

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             3,377

               ▲499

             1,300

               ▲193                ▲96

                 0

                   0

               650

                ▲95

             2,836              3,122

             2,298

             2,878              2,878              2,878

               650

               546

             1,195

               230

               601

               442

               554                554                554

               777

               ▲115

地域包括ケア推進のため、地域包括支援センター職員やケアマネジャー等に対してケアマネジメント及び介護予防ケアマネジメントに
必要な知識の習得や質の向上のため、研修等の支援を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           180            180            180                180            180            180            180修会等
多職種連携に係る研

実績            173            151回

           280           280           280               280           280           280           280

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

局主催介護予防支援
・介護予防ケアマネ
ジメント研修参加者

           191           249実績人

地域包括支援センター職員やケアマネジャー等がケアマネジメントに必要な知識を習得し、質の向上を図ることや地域での多職種の連
携ができることが重要であるため、地域包括支援センター職員やケアマネジャー等に対して研修等の支援を行うことにより、ケアマネ
ジメントの質の向上を図ります。

事業目的

地域包括ケアシステムを推進し、高齢者が地域の中で安心して暮らすためには、尊厳の保持及び自立支援や介護予防、重度化防止の視
点を持ちながら、高齢者の生活を包括的に切れ目なく支援していく必要があります。そのため、介護保険サービスをはじめ、医療サー
ビスやインフォーマルサービスも含め、その人に必要な支援を効果的に取り入れることが必要です。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱（包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）別記２　１(１)、(４)根拠法令・方針決裁等

・要支援１・２認定者数【横浜市統計書】
＜実績推移＞３年度51,718人、４年度52,540人
・要介護１～５認定者数【横浜市統計書】
＜実績推移＞３年度128,682人、４年度130,893人

根拠・データ等

・平成18年度：事業開始
・平成27年度：「介護予防・日常生活支援総合事業」の開始に伴い、地域包括支援センターで介護予防ケアマネジメント業務を実施
・令和元年度：医療・介護連携ケアパス作成及び普及啓発
・令和４年度：わたしの自己紹介シート作成及び普及啓発

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

包括的・継続的ケアマネジメント推進

細事業(事業内訳）

1              1,740              2,346                ▲606 実績に基づく見直し、わたしの自己紹介シー
ト印刷費の減

介護予防ケアマネジメント等推進
2              1,115              1,007                  108 各区事業計画に基づく見直しによる増

医療・介護連携ケアパスの普及啓発
3                 23                 24                  ▲1 郵送部数に対する必要郵送料の見直しのため

の減

             2,878              3,377                ▲499

2高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 柏田 和司 小泉 彩奈



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

在宅医療・介護連携推進事業

1 16 2

事業名称

歳出予算科目

428,561令和6年度 98,569 0 82,498164,996 82,498

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

398,805

29,756

153,540

 11,456 5,728

0

 0

76,770

 5,728

396,288 386,104

339,640

424,397 424,397 424,397

76,770

76,286

354,013

68,147

74,325

65,381

81,697 81,697 81,697

91,725

 6,844

 在宅医療・介護連携の強化、在宅療養を支える人材の確保・育成、在宅医療の普及・啓発を行うことで、在宅医療と介護が切れ目な
く継続的に提供される体制を構築します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

3,000 3,205 3,220 3,235 3,250 3,265 3,410の相談支援数
在宅医療連携拠点で

実績 3,185 3,314件

35.633.832.431.029.628.227.0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

在宅看取り率

33.129.2実績％

　地域包括ケアシステムにおける在宅医療・介護連携の推進に向けた在宅医療の現状把握のため、看取りに関する調査を実施し、本市
の在宅医療施策立案の基礎とします。また、在宅医療・介護に携わる多職種間の連携を強化することで、在宅療養環境を整備します。

事業目的

 団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、地域の病床数に限りがあること、また、疾病を抱えても住み慣れた家等で療養したい
という市民のニーズが高まっていることから、在宅医療と介護の連携が喫緊の課題となっています。

背景・課題

介護保険法根拠法令・方針決裁等

地域支援事業実施要綱
横浜市在宅医療連携拠点事業実施要綱
横浜市在宅療養連携推進協議会設置運営要綱
横浜市在宅療養移行支援検討会運営要綱
横浜市人生の最終段階の医療等に関する検討会運営要綱
看取りに関する調査
横浜市有床診療所看護師夜間勤務手当補助金交付要綱

根拠・データ等

在宅医療連携拠点事業
平成25年度：在宅医療連携拠点をモデル的に西区で開設（25年11月～）
平成26年度：在宅医療連携拠点を新規に10区で開設、累計11か所で運営
平成27年度：在宅医療連携拠点を新規に６区で開設、累計17か所で運営
平成28年度：在宅医療連携拠点を新規に１区で開設、累計18か所で運営
平成29年度以降：在宅医療連携拠点事業を18区で継続運営

事業スケジュール

平成22年度事業開始年度

1
5年度6年度

在宅医療連携拠点事業

細事業(事業内訳）

1 ■■■■ ■■■■ ■■■■

疾患別医療・介護連携事業
2 ■■■■ ■■■■ ■■■■ ■■■■

在宅療養連携推進協議会
3 576 576 0

在宅療養移行支援事業
4 2,816 2,816 0

在宅医療・介護連携研修
5 6,493 5,164 1,329 事業内容見直しによる増

在宅医療を推進するための市民啓発事業
6 2,537 1,937 600 事業内容見直しによる増

1地域医療課医療局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。
令和 3年度

人生の最終段階の医療に関する検討・啓発事業

細事業(事業内訳）

7             15,198             18,231              ▲3,033 事業見直しによる減

看取りに関する調査事業
8                563                  0                  563 別事業からの移行による増

在宅医療を担う有床診療所支援事業
9              3,601                  0                3,601 別事業からの移行による増

           428,561            398,805               29,756

鎌田 学 中山 拓 橋村 佳澄



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

認知症初期集中支援推進事業

1 15 6

事業名称

歳出予算科目

           135,720令和6年度             31,216                  0             26,126            52,252             26,126

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           135,720

                   0

            52,252

                   0                   0

                 0

                   0

            26,126

                   0

           130,741            137,709

           130,537

           135,720            135,720            135,720

            26,126

            25,168

           130,559

            25,133

            26,509

            25,128

            26,126             26,126             26,126

            31,216

                   0

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられるために、認知症の人やその家族に
早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           250            250            250                250            250            250            250チーム支援件数
認知症初期集中支援

実績            179            176件

            90            85            85                80            80            ―            ―

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

サービス調整し支援
を引き継いだ割合

            59            76実績％

　認知症の人やその家族に早期に関わり、適切な医療や介護サービスへつなぎ、その後の支援体制の構築を図ります。また、医療機関
（かかりつけ医等）とのスムーズな調整や連携を行い、認知症になっても本人の住み慣れた地域で生活できることへ寄与します。

事業目的

認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で暮らし続けるための支援体制が求められています。

背景・課題

介護保険法　地域支援事業実施要綱　横浜市認知症初期集中支援推進事業実施要綱根拠法令・方針決裁等

認知症初期集中支援チーム　チーム数：18チーム（１区１チーム）
認知症初期集中支援チーム　支援件数　令和２年度：181件　令和３年度：179件　令和４年度：176件
認知症初期集中支援チーム　訪問回数　令和２年度：505回　令和３年度：527回　令和４年度：524回

根拠・データ等

・平成27年度：事業開始　２チーム新設（鶴見区、西区）
・平成28年度：６チーム新設（青葉区、港北区、神奈川区、磯子区、港南区、金沢区）
・平成29年度：８チーム新設（保土ケ谷区、旭区、緑区、泉区、中区、都筑区、戸塚区、瀬谷区）
・平成30年度：２チーム新設（南区、栄区）　18区設置完了
・平成30年度～：18チームによる初期集中支援事業スケジュール

平成27年度事業開始年度

1
5年度6年度

認知症初期集中支援チーム
細事業(事業内訳） 1            135,720            135,720                    0

           135,720            135,720                    0

3高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 高野 利恵 後藤 沙恵



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

生活支援体制整備事業

1 15 3

事業名称

歳出予算科目

1,075,286令和6年度 247,239 0 207,263413,856 206,928

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

1,057,025

18,261

406,826

 7,030 3,515

0

 0

203,748

 3,515

1,020,206 1,028,059

995,664

1,154,985 1,194,985 1,234,985

203,413

196,813

994,320

191,423

198,209

191,688

222,604 230,304 238,004

243,038

 4,201

団塊の世代が75歳以上となる2025年に向け、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けられるよう、多様な主体（自治会町内会
、NPO、社会福祉法人、民間企業等）が連携・協力しながら、高齢者の生活支援・介護予防・社会参加の取組が充実した地域づくり（
体制整備）を推進していきます。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

612 620 624 628 628 628 628
協議体開催数

実績 547 682件

9450941593809310924091709100

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

住民主体による地域
活動の把握数

87718844実績件

生活支援コーディネーターを、第1層（区域）は区社会福祉協議会に、第２層（日常生活圏域、概ね中学校区程度）は地域ケアプラザ
等に配置することで、地域における資源開発やネットワークの構築、多様な選択肢による高齢者の個別ニーズとのマッチングの支援等
を推進し、高齢者の暮らしを地域で支える体制の充実を目指します。
また、地域活動団体の活動支援を目的に、ヨコハマプロボノ（ハマボノ）事業を実施するほか、高齢者の社会参加促進を図るため、高
齢者就労的活動支援事業をモデル実施します。

事業目的

現在の市の高齢者人口は約93万人ですが、2040年には約117万人に増加し「３人に１人が高齢者」となる見込みです。
このような超高齢社会において、高齢期になっても安心して生活できる地域づくりは急務であり、高齢者の生活を身近な地域で支えて
いく仕組みを積極的に構築していく必要があります。
また、高齢者一人ひとりが生きがいや役割を持って、自分らしく暮らし続けられるよう地域づくりを進めていく必要があります。背景・課題

介護保険法、地域支援事業要綱、H28年1月方針決裁根拠法令・方針決裁等

【第８期よこはま地域包括ケア計画】
・「65歳以上の高齢者数」　H27年87万人、R２年93万人、R７年97万人（見込）、R22年117万人（見込）
・「要支援・要介護認定者数」　H27年15万人、R２年17万人、R７年20万人（見込）、R22年26万人（見込）
・「認知症高齢者数」H27年14万人、R２年17万人、R７年20万人（見込）
【令和４年度横浜市高齢者実態調査】
・「市民が考える今後必要になる生活支援」（介護保険未利用者）

通院・福祉施設・役所への送迎28.1％、生活援助（掃除、洗濯、買物、調理など）27.7％、通いの場22.8％
・「高齢者が考える『参加・利用してみたい活動』」

体操教室などの健康維持の活動を行う場37.2％、仲間と集うサロンの場18.3％、地域貢献となるボランティア17.7％

根拠・データ等

【健康とくらしの調査（JAGES調査）】※要介護認定を受けていない65歳以上高齢者を対象とした調査です。
・スポーツ関係・ボランティア・趣味関係のグループ等への社会参加の割合が高い地域ほど、転倒や、認知症、うつのリスクが低い傾
向あり（H25年 第47回社会保障審議会介護保険部会資料より）
・社会参加が多い市・町ほど、フレイル該当者が少ない傾向あり（R元年 政令指定都市を含む64市町村比較）
・友人知人と会う頻度が高い者の割合が高い区で幸福感がある者の割合が高い傾向あり（R元年 横浜市内18区比較）

・平成28年度：生活支援コーディネーターの配置
・平成29年度：生活支援コーディネーター対象の研修体系の再構築、地域活動・サービスデータベースシステムの運用開始
・令和元年度：プロボノ導入モデル事業の実施
・令和４年度：地域活動・サービスの検索サイト「ヨコハマ地域活動・サービス検索ナビ」18区公開
・令和５年度：高齢者就労的活動支援事業（モデル事業）の実施
・令和６年度：ヨコハマプロボノ（ハマボノ）事業本格実施

事業スケジュール

平成27年度事業開始年度

1
5年度6年度

生活支援コーディネーターの配置による推進体制の

細事業(事業内訳）

1 ■■■■ 1,024,981構築

地域活動・サービスデータベースシステムの運用
2 7,740

ヨコハマプロボノ（ハマボノ）事業
3 14,304

高齢者就労的活動支援事業（モデル事業）
4 10,000

4地域包括ケア推進課健康福祉局

介護保険事業費会計

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■

■■■■



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

1,075,286 1,057,025 18,261

岩井 一芳 小山 直博 岩田 陽介



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

地域ケア会議推進事業

1 15 5

事業名称

歳出予算科目

             1,060令和6年度                244                  0                204               408                204

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

               986

                  74

               380

                  28                  14

                 0

                   0

               189

                  15

               940                779

               780

             1,060              1,060              1,060

               190

               181

               309

                59

               150

               150

               204                204                204

               227

                  17

地域包括ケアシステムの構築に向けたツールの一つである地域ケア会議において、必要な研修等を区・地域包括支援センターを対象に
実施し、効果的な地域ケア会議を展開できるよう支援します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           300            300            300                255            255            255            255加者
地域ケア会議研修参

実績            106            131人

           749           749           749               749           745           745           745

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

地域と多職種による
地域ケア会議が実施
できている

           342           248実績回

地域ケア会議は、多職種の協働のもと、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントを支援し、地域の方々も含めた地域で高齢者を支
えるネットワークを構築するとともに具体的な地域課題やニーズを必要な社会基盤につなげていく一つの手法であり、地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて継続して実施する必要があります。
研修や専門職の助言による学びを増やすことで、地域ケア会議開催に必要な運営能力を獲得し、機能的な会議が運営されることが期待
できます。

事業目的

高齢化が進展し、認知症高齢者や一人暮らし高齢者が増加する中、支援や介護を必要とする高齢者が住み慣れた地域で尊厳ある生活を
可能な限り継続できる体制の整備が必要とされています。
地域ケア会議を通して、高齢者等の自立支援に資するケアマネジメントの検討を行い、他の高齢者等にも共通する課題や地域の課題あ
るいは活用できる地域資源を整理し、政策形成につなげていくことが必要となっています。背景・課題

介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱（包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）別記２　２（２）、別記３　４根拠法令・方針決裁等
、横浜市地域ケア会議実施要綱

・要支援１・２認定者数【横浜市統計書】
＜実績推移＞３年度51,718人、４年度52,540人
・要介護１～５認定者数【横浜市統計書】
＜実績推移＞３年度128,682人、４年度130,893人

根拠・データ等

・平成24年度地域ケア会議開催のための研修実施開始
・平成27年度まではケアマネジメント推進事業として実施。
・平成28年度から包括的支援事業の予算構成変更により、地域ケア会議推進事業として実施。

事業スケジュール

平成24年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域ケア会議開催支援
細事業(事業内訳） 1              1,060                986                   74 区レベル地域ケア会議連絡会の開催および実

績に基づく見直しによる増

             1,060                986                   74

5高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 柏田 和司 小田 のぞみ



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

地域包括ケア推進事業

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

            41,068令和6年度             10,000                  0             31,068                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            38,414

               2,654

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            28,414

               2,654

            31,200             29,010

            28,996

            36,476             33,876             34,876

                 0

            31,200

            30,246

            30,246

            29,010

            28,996

            36,476             33,876             34,876

            10,000

                   0

介護・医療・介護予防・生活支援・住まいが一体的に提供される『地域包括ケアシステム』の深化・推進に向け、地域の医療・介護の
状況等のデータを把握・活用するための基盤整備、区域・日常生活圏域における取組の推進、市民向け広報啓発等を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             1              1              1                  1              1              1              1
ふくしらべの改修

実績              1              1回

        60,000        50,000        40,000            30,000        20,000        10,000            ー

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

ふくしらべアクセス
回数（延べ）

        19,278            ー実績回

本事業は、日常生活圏域ごとの高齢化率や要介護認定率、介護保険サービス利用状況等のデータを把握することで、その実情把握に努
めるとともに、区域・日常生活圏域における取組の推進や市事業・施策立案等への活用、市民向け広報啓発等を行うものです。

事業目的

高齢化の更なる進展等が見込まれる中、団塊の世代が75歳以上となる2025年を目途に、重度な要介護状態となっても高齢者が住み慣れ
た地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、介護・医療・介護予防・生活支援・住まいが一体的に提供され
る『地域包括ケアシステム』を、深化・推進する必要があります。

日常生活圏域によって高齢化の状況や社会資源（介護事業所・施設・医療機関・地理的特徴・ＮＰＯ・ボランティア団体）の状況等は
異なることから、それぞれの実情をふまえたうえで、地域包括ケアシステムの深化・推進を進めていく必要があります。

背景・課題

老人福祉法、介護保険法及び関係政省令根拠法令・方針決裁等

・総人口　　令和２年：375万人、令和７年：371万人、令和22年：352万人
・高齢化率　令和２年：24.8％、令和７年：26.1％、令和22年：33.2％
・75歳以上人口　令和２年：481,787人、令和７年：578,920人、令和22年：629,763人
・要支援・要介護認定者数　令和２年：171,540人、令和７年度：202,700人、令和22年度：258,000人

出典：総人口、高齢化率、75歳以上人口（令和２年：国勢調査結果を基にした推計人口（横浜市※令和２年１月１日現在）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年及び令和22年：平成27年国勢調査を基準とした将来人口推計（横浜市））
　　  要支援・要介護認定者数（令和２年：横浜市の介護保険の実施状況（令和２年４月末日現在）
　　　　　　　　　　　　　　 令和７年度及び令和22年度：第８期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進

根拠・データ等

計画）

・平成29年度：事業開始
　区地域包括ケア行動指針を全区で策定。
　圏域レベルデータ分析システムの開発方針を決定。
・平成30年度：圏域レベルデータ分析システムの開発が完了。
・令和元年度：ロゴマーク「ヨコハマ未来スイッチ」の活用開始。
・令和３年度：区地域包括ケア行動指針を区アクションプランとして改定
・令和４年度：地域包括ケアポータルサイト「ふくしらべ」を開設

事業スケジュール

平成29年度事業開始年度

1
5年度6年度

圏域レベルデータ分析システム 運用・管理・機能

細事業(事業内訳）

1             12,192             11,562                  630 機能拡充による増拡張

外部研究機関との共同研究
2              1,500             11,500             ▲10,000 款項目の見直しによる減

各区地域包括ケアの推進
3              7,200              7,200                    0

地域包括ケアの実現に向けた 広報啓発の推進
4             20,026              8,002               12,024 ウェブサイト再構築に伴う増

事務費
5                150                150                    0

6地域包括ケア推進課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

            41,068             38,414                2,654

岩井 一芳 伊藤 彩子 高野 静香



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

市民の意思決定支援事業 （エンディングノート等

1 16 1

事業名称

歳出予算科目

普及啓発）

             6,468令和6年度              1,487                  0              1,247             2,490              1,244

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             6,865

               ▲397

             2,643

               ▲153                ▲77

                 0

                   0

             1,322

                ▲75

             7,874              7,782

             4,522

             6,468              6,468              6,468

             1,321

             1,516

             2,995

               577

             1,498

               871

             1,247              1,247              1,247

             1,579

                ▲92

　市民が自分のこれからのライフプランを考えるきっかけとなる各区版のエンディングノートを配付し、自らの思いをまとめ、引き継
ぐことができるよう支援します。
　また、エンディングノートの書き方講座等を開催し、高齢者等に必要な情報を提供することにより、これからどのように暮らしてい

事業概要
（アクティビティ）

くか前向きに検討できるよう支援します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            ―            170            290                300            300            300            300講座開催回数
エンディングノート

実績            246            292回

        20,000        19,800        19,600            17,500        17,400        17,200            ―

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

エンディングノート
配布冊数

        21,546        15,895実績冊

各区版エンディングノートを通じて、市民が人生の最期まで自分らしく生きることができるよう、自身がどう生きてきたのか、これか
らどう生きたいか（暮らす場所の希望、財産について、葬儀やお墓についてなど）を元気なうちから残すとともに、自身の生き方につ
いて、家族や周囲の方とともに話し合う機会をもち、自身のこれからのライフプランを前向きに考えるきっかけをつくることができま
す。事業目的

超高齢社会の到来により高齢者が増加し、特に高齢夫婦世帯や単身高齢者等の増加が見込まれています。その中で横浜型地域包括ケア
システムの実現のため、高齢者自身の意思決定の基盤となる「本人の選択と本人・家族の心構え」を支援する取組として、市民一人ひ
とりが自らの意思で自身の生き方を選択できる環境づくりが必要です。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱　別記３　包括的支援事業　１（３）根拠法令・方針決裁等

・65歳以上人口（令和５年１月１日現在）【横浜市統計書】
　927,387人（人口に対する年齢別割合　24.6％）
・65歳人口（令和５年１月１日現在）【横浜市統計書】
　36,768人
・要支援１・２認定者数（令和４年度末）【横浜市統計書】
＜実績推移＞３年度51,718人　４年度52,540人
・要介護１～５認定者数（令和３年度末）【横浜市統計書】
＜実績推移＞３年度128,682人　４年度130,893人
・横浜市将来人口推計【政策局政策課】

根拠・データ等

平成30年度　事業準備（既にエンディングノート作成済みの8区で講座開催継続、10区は作成・講座開催準備）
令和元年度　事業開始（全区でエンディングノート作成・講座を実施）

事業スケジュール

平成30年度事業開始年度

1
5年度6年度

エンディングノート普及啓発

細事業(事業内訳）
1              6,310              6,707                ▲397 実績に基づく見直しに伴う減

65歳到達市民向け啓発
2                158                158                    0

             6,468              6,865                ▲397

7高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 柏田 和司 中島 望



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 2

認知症地域支援推進事業

1 15 6

事業名称

歳出予算科目

            30,930令和6年度              7,152                  0              5,946            11,887              5,945

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            24,609

               6,321

             9,457

               2,430               1,216

                 0

                   0

             4,729

               1,217

             6,769             18,023

            15,471

           108,942            122,555            122,643

             4,729

             1,301

             5,594

             1,075

             3,467

             2,975

            20,931             23,552             23,569

             5,694

               1,458

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられることを目的として、認知症の集い
の場支援・認知症地域支援推進員の配置・チームオレンジの取組を進めます。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            ―             20             30                 40            100            145            145
チームオレンジ

実績             ―             20か所

            95            95            90                90            90            ―            ―

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

高齢者実態調査にお
ける「認知症に関心
がある人の割合」

         84.60            ―実績％

　認知症の人と家族が地域の人や専門家と相互に情報共有し理解しあう機会を作り、孤立せずに社会とつながりながら暮らせる地域づ
くりを推進するために、認知症カフェ等の集いの場支援に関わる研修や参加を促す取組を行います。
　認知症地域支援推進員を中心に関係機関との連携を推進し、認知症の人の支援体制の構築を進めます。
　チームオレンジ事業として認知症の人が役割をもって参加しやすい環境や見守りサポート体制をつくり、さらには地域に広く認知症
に関する理解を広げ、認知症の人が自分らしく過ごせる地域づくりを進めます。

事業目的

認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域で暮らし続けるための支援体制が求められています。

背景・課題

介護保険法（平成９年法律第123号）第115条の45第２項第６号及び関係政省令根拠法令・方針決裁等
地域支援事業実施要綱（包括的支援事業社会保障充実分 ３認知症総合支援事業 (2)認知症地域支援・ケア向上事業(3)認知症サポータ
ー活動推進・地域づくり推進事業）
横浜市認知症初期集中支援推進事業実施要綱

認知症カフェ実施か所数　令和２年度：115か所　令和３年度：116か所　令和４年度：114か所
認知症地域支援推進員配置数　令和２年度：１人　令和３年度：１人　令和４年度：１人　令和５年度：１人
チームオレンジモデル実施か所数　令和４年度：20か所　令和５年度：29か所

根拠・データ等

・平成24年度：認知症地域支援推進員（認知症支援事業）事業開始
・平成25年度～：認知症地域支援推進員（任意事業へ変更）
・平成27年度～：認知症地域支援推進員（包括的支援事業へ変更）
・平成27年度：認知症の集いの場支援事業（包括的支援事業）事業開始
・令和２年度：チームオレンジ　事業開始（令和２年度：検討開始、令和３年度：検討会実施）
・令和４年度：チームオレンジ　モデル実施（20か所募集）
・令和５年度：チームオレンジ　モデル実施（30か所募集）
・令和６年度：チームオレンジ　モデル実施（40か所募集）、本格実施へ向けた検討会実施

事業スケジュール

平成24年度事業開始年度

1
5年度6年度

認知症の集いの場支援事業

細事業(事業内訳）

1              1,546              1,486                   60 認知症カフェ連絡会に係る費用を区配するこ
とによる増

認知症地域支援推進員
2             13,178             11,087                2,091 印刷部数の増による増

チームオレンジ
3             14,206             12,036                2,170 チームオレンジモデル実施か所の追加による

増

8高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

スローショッピング普及啓発事業
細事業(事業内訳） 4              2,000                  0                2,000 当該事業を地域支援事業費に計上したことに

よる増

            30,930             24,609                6,321

吉原 祥子 小山 哲弘 後藤 沙恵



（様式①）

[健康福祉局] １款３項３目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 職員人件費 21,783 4,194 18,841 3,629 2,942 565

2
介護給付費適正化事
業

204,722 39,707 203,672 39,204 1,050 503 〇

3 介護相談員派遣事業 11,236 2,163 17,827 3,432 △ 6,591 △ 1,269

4
高齢者用市営住宅等
生活援助員派遣事業

494,846 95,257 487,504 101,919 7,342 △ 6,662 ○

5
高齢者配食・見守り
事業

51,767 10,026 54,401 10,505 △ 2,634 △ 479

6
成年後見制度利用支
援事業

196,072 37,593 153,977 29,465 42,095 8,128

7
介護サービス自己負
担助成事業費

210,494 144,092 139,983 79,108 70,511 64,984

8
地域で支える介護者
支援事業

21,148 4,069 18,495 3,559 2,653 510 〇

-
ねたきり高齢者等日
常生活用具(紙おむ
つ)給付事業

0 0 389,523 74,984 △ 389,523 △ 74,984

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 1,212,068 337,101 1,484,223 345,805 △ 272,155 △ 8,704

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

職員人件費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

            21,783令和6年度              5,010                  0              4,194             8,386              4,193

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            18,841

               2,942

             7,253

               1,133                 567

                 0

                   0

             3,629

                 565

            17,810             20,618

            15,571

                 0                  0                  0

             3,626

             3,430

            17,578

             3,384

             3,971

             2,997

                 0                  0                  0

             4,333

                 677

介護保険事業費会計（任意事業費）職員人件費
・常勤一般職員 3人事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

事業目的

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

事業開始年度

1
5年度6年度

適正化担当職員人件費
細事業(事業内訳） 1             21,783             18,841                2,942

            21,783             18,841                2,942

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 三浦 真紀子 大杉 明子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

介護給付費適正化事業

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

           204,722令和6年度             47,013                  0             39,707            78,670             39,332

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           203,672

               1,050

            78,408

                 262                 128

                 0

                   0

            39,204

                 503

           225,140            224,306

           217,151

           202,937            202,937            206,512

            39,204

            43,339

           218,350

            42,031

            43,180

            41,799

            39,038             39,038             39,727

            46,856

                 157

　介護サービス事業者(以下、事業者)による適正な介護報酬請求及び適切なサービス提供が行われるよう、不正・不適正な報酬請求の
防止や利用者にとって真に必要なサービス提供につながる取組み等、介護給付の適正化を推進します。また、要介護認定審査会におけ
る審査判定を適正に行うことを目的として、要介護認定事務センターにおける審査会資料確認業務のさらなる充実を図ります。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

          8300           8300           8300               8300           8300           8300           8300検
介護報酬請求明細点

実績          13782          12420件

            20            20            20                20            20            20            20

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

不適正請求返還指導

            52            20実績件

　本事業は、第９期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画（計画期間：令和６年度～８年度）及び介護
給付費適正化計画に掲げる目標を達成するための取組みを通じ、介護給付費の適正化及び介護サービスの質向上等を目指します。

事業目的

　本市の介護給付費は、第１号被保険者数に対する後期高齢者数の増加により、要支援・要介護認定者数及び介護サービス利用者数等
も増加していることから年々伸び続けています。介護保険制度を持続可能なものとするために、介護給付費の適正化に向けた各種取組
を進める必要があります。

背景・課題

介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱根拠法令・方針決裁等

〇介護保険給付費等の見込み（単位／億円）
　R2：2,707、R3：2,778、R4：2,833、R5：3,045、R6：3,140
（R2～R4：実績、R5～R6：予算額）

根拠・データ等

令和３年度～令和５年度　　第８期　横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画
令和６年度～令和８年度　　第９期　横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画

事業スケジュール

平成14年度事業開始年度

1
5年度6年度

審査会資料点検事業

細事業(事業内訳）

1            193,733            193,545                  188 内容見直しによる増

レセプト点検・ケアプラン点検
2              6,731              1,881                4,850 ソフト更新費の増に伴う増

不正・不適正請求指導
3              3,538              3,265                  273 社会保険料の料率増に伴う増

給付費通知
4                  0              4,242              ▲4,242 事業廃止に伴う減

住宅改修適正化
5                720                739                 ▲19 執行実績に基づく見直しによる減

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

           204,722            203,672                1,050

廣原 英樹 三浦 真紀子 大杉 明子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

介護相談員派遣事業

1 15 5

事業名称

歳出予算科目

            11,236令和6年度              2,584                  0              2,163             4,326              2,163

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            17,827

             ▲6,591

             6,863

             ▲2,537             ▲1,269

                 0

                   0

             3,432

             ▲1,269

            32,237             16,781

               751

            11,236             11,236             11,236

             3,432

             6,205

               615

               118

             3,230

               145

             2,163              2,163              2,163

             4,100

             ▲1,516

市内の介護保険施設に派遣された介護相談員が利用者や家族の話を聴き、利用者と事業所の橋渡しを行い、介護サービスの質の向上及
び施設の閉鎖性の改善を図ります。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

          2200           4400           4800               2400           2400           2400           2400
訪問件数

実績              0              0件

            －            －          71.9              71.9          71.9          71.9            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

介護サービス満足度

          71.6            －実績％

○保険者機能強化推進交付金で示された指標の達成に向け、派遣頻度の増を目指します。
※指標：概ね１～２週間に１回程度の訪問
○養成研修（新規に介護相談員となる者を対象に、養成研修実施。）
○現任研修（全ての介護相談員を対象に、相談スキル向上のための研修を実施。）事業目的

介護相談員派遣事業は、新型コロナウイルス感染症が流行する中で、令和元年度から５年度まで高齢者施設等への派遣を中止していま
す。５類移行後も感染症対策の徹底を求められる中で、事業継続については５年度実施のアンケート調査の結果を踏まえながら引き続
き検討する必要があります。

背景・課題

横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画根拠法令・方針決裁等

・介護サービス相談員派遣等事業の実施について(平成18年5月24日　厚生労働省老健局計画課長通知）
・介護保険法第115条の45第３項第３号に基づく事業
・地域支援事業実施要綱　別記４　任意事業　３（３）カ②

根拠・データ等

平成16年度　保土ケ谷区でモデル実施
平成17年度　新たに４区で事業展開
平成18年度　全区展開
平成23年度　養成研修を本市独自の内容で実施、認知症高齢者グループホームへの派遣を４区で実施
平成24年度　グループホームへの派遣拡大を実施。(令和３年度実績：14区延べ51事業所）事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護相談員派遣事業
細事業(事業内訳） 1             11,236             17,827              ▲6,591 想定派遣回数減による報償費の減

            11,236             17,827              ▲6,591

2介護事業指導課健康福祉局

介護保険事業費会計

平尾 光伸 大岩 真人 齋島 日和



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事業

1 15 4

事業名称

歳出予算科目

           494,846令和6年度            113,815                  0             95,257           190,516             95,258

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           487,504

               7,342

           183,839

               6,677               3,338

                 0

                   0

           101,919

             ▲6,662

           435,376            478,035

           449,974

           494,846            494,846            494,846

            91,920

            83,810

           431,778

            83,117

            92,020

            86,620

            95,257             95,257             95,257

           109,826

               3,989

高齢者向け市営住宅（直接建設・借上型）入居者及び高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）の一部入居者並びに一般公営住宅の希望世帯
の在宅生活を支援するため、生活援助員（LSA）を派遣し、生活相談、助言、安否確認、緊急時の対応を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           203            205            205                204            202            195            184
派遣対象住宅数

実績            203            202住宅

           100           100            99                98            97            96            95

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

対象住宅への派遣率

            95            95実績％

　高齢者向け市営住宅（直接建設・借上型）入居者及び高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）の一部入居者を対象として、LSAを派遣し
ます。LSAは生活に関する相談や、安否確認を行います。また、委託先法人に緊急通報システムを運用させ、緊急時の対応を確保しま
す。
　ケアプラザ隣接型の住宅については、ケアプラザの運営法人に委託することにより、LSAと地域包括支援センターとの連携を円滑に
することで見守り・相談をより効果的に行うこととしています。
  地域の見守りネットワーク構築支援事業として実施した、市営ひかりが丘住宅における相談・生活支援モデル事業の国庫補助終了に

事業目的

伴い、28年度から市営ひかりが丘住宅（一般公営住宅）に対しても生活援助員の派遣を開始し、令和４年度末時点では高齢化率が高く
福祉的対応が必要な一般公営住宅計９住宅で実施しています。
　これにより、高齢者用市営住宅等の入居者の在宅生活を支援します。

　高齢者用市営住宅等の入居者が安心して在宅で生活できるよう、対象住宅への生活援助員の派遣を継続していきます。
　また、高齢化率が高く福祉的対応が必要な一般公営住宅への生活援助員の派遣を拡充していきます。

背景・課題

・介護保険法及び関係政省令根拠法令・方針決裁等
・シルバーハウジング・プロジェクトの実施について（平成13年３月28日付厚生労働省老発第114号）
・地域支援事業実施要綱（別記４ ３（３）カ 地域自立生活支援事業）
・横浜市高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事業実施要綱

・対象住宅数（高齢者用住宅）
　＜実績推移＞３年度195住宅、４年度193住宅、５年度193住宅（見込み）、６年度190住宅（見込み）
・対象住宅数（一般公営住宅）
　＜実績推移＞３年度８住宅、４年度９住宅、５年度12住宅（見込み）、６年度14住宅（見込み）

根拠・データ等

平成６年度　事業開始
平成19年度　住宅所在地を担当エリアとする地域ケアプラザ運営法人等への委託開始
平成28年度　一般公営住宅への派遣開始
平成30年度以降　一般公営住宅への派遣拡大

事業スケジュール

平成6年度事業開始年度

1
5年度6年度

高齢者用市営住宅等生活援助員派遣事業
細事業(事業内訳） 1            494,846            487,504                7,342 一般公営住宅の事業拡大による増

           494,846            487,504                7,342

4高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 阪柳 雅也 朝倉 純子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

高齢者配食・見守り事業

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

            51,767令和6年度             11,889                  0             10,026            19,901              9,951

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            54,401

             ▲2,634

            20,929

             ▲1,028               ▲513

                 0

                   0

            10,505

               ▲479

            67,998             56,002

            46,483

            51,767             51,767             51,767

            10,464

            13,113

            50,843

             9,858

            10,790

             9,028

            10,026             10,026             10,026

            12,503

               ▲614

高齢者の見守りや日常的な生活支援について、食事サービス等、民間事業者によるサービスを活用して、高齢者の在宅生活を維持でき
るよう支援する。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

       205,418        169,508        164,353            151,475        151,475        151,475        151,475
延べ食数

実績        154,042        140,847食

           798           798           798               798           850           874         1,030

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

利用者数

           730           803実績人

民間活力を利用して、高齢者の在宅生活を維持できるよう支援する。
１　食事サービス事業
　ひとり暮らしの中重度要介護者等に対し食関連サービスの利用調整を行い、必要と認められた方に対して、自立した在宅生活を送る
ことができるよう、宅配訪問による食事の提供と安否確認を実施する。
ア 対 象 者：ひとり暮らしの中重度要介護者（要介護２以上及び要介護１・要支援者等で、低栄養状態の恐れが高い 又は認知症があ
り、食事確保が困難な人等）等

事業目的

イ 利用回数：１人あたり１日１食、週５日以内
ウ 実施方法：食事宅配事業者に業務委託し、実施
エ 自己負担：１食あたり720円以内で、事業所ごとに設定
オ 事業の実績・期待される効果：下記実績のとおり実施。食数＝安否確認件数

２　生活支援サービス高齢者見守り協働事業（生活あんしんサポート事業）
　掃除や買い物など、日常の生活支援サービスを提供している民間事業者と協定を締結し、高齢者に生活支援事業者の情報を提供する
とともに、協定締結事業者による見守りを行う。
ア 本市の役割　：市民等への提携先事業者関連情報等の提供
イ 事業者の役割：生活支援サービスの提供及び関係機関への連絡等、利用者に対する見守りの実施
ウ 対  象  者  ：生活支援サービスの利用を希望する高齢者等
エ 事  業  者  ：23法人（生活協同組合、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、株式会社）（R5.4.1現在）

　高齢化が進展する中で、横浜市は大都市の特徴ともいえる脆弱な地域の共助の力が一層弱まっており、高齢者の見守りや日常的な生
活支援についても地域住民への依存度を低減せざるをえない状況となっている。一方、食事サービス等、民間事業者によるサービスは
質・量ともに充実していることから、これらの民間活力を利用して、高齢者の在宅生活を維持できるよう支援する。

背景・課題

介護保険法、関係政省令、地域支援事業実施要綱、横浜市高齢者食事サービス事業実施要綱根拠法令・方針決裁等

・延べ食数
　＜実績推移＞３年度154,042食、４年度140,847食、５年度164,353食（見込）、６年度151,475食（見込）
・利用者数
　＜実績推移＞３年度803人、４年度730人、５年度850人（見込）、６年度798人（見込）

根拠・データ等

１  食事サービス事業
平成７年度　事業開始
平成17年度　委託料及び利用料の見直し
平成19年度　対象者の見直し

２　生活支援サービス高齢者見守り協働事業（生活あんしんサポート事業）
平成22年度　国の補助金を活用し、高齢者等買い物サポート事業（委託事業）として開始
平成23年度　買い物サポート事業協働事業として、既存の食材宅配業務等に高齢者見守り要素を付加した事業を実施
平成24年度　国の補助終了により、協働事業のみ実施

事業スケジュール

平成7年度事業開始年度

1
5年度6年度

高齢者食事サービス事業
細事業(事業内訳） 1             51,757             54,391              ▲2,634 利用食数の減少による減

5高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

生活あんしんサポート事業
細事業(事業内訳） 2                 10                 10                    0

            51,767             54,401              ▲2,634

吉原 祥子 阪柳 雅也 松田 緑



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

成年後見制度利用支援事業

1 10 4

事業名称

歳出予算科目

196,072令和6年度 45,698 0 37,59375,187 37,594

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

153,977

42,095

58,929

 16,258 8,129

0

 0

29,465

 8,128

130,544 151,338

168,855

209,497 222,922 236,347

29,465

24,918

162,542

31,111

28,962

32,362

40,177 42,762 45,346

36,118

 9,580

認知症等により判断能力が不十分な者の保護・支援のため、成年後見制度を利用するにあたり、身寄りのない者等については区長が審
判請求を行い、申立費用を支出します。
本人に資力がある場合には、成年後見人選定後に申立費用を求償しますが、申立費用及び後見人報酬の負担が困難な者に対しては費用

事業概要
（アクティビティ）

の一部を助成し、成年後見制度の利用拡大と被後見人等の保護を図ります。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

 報酬助成510件  報酬助成532件  報酬助成611件  報酬助成762件、区  報酬助成816件  報酬助成870件  報酬助成924件

、親族調査
報酬助成、区長申立

 、区長申立257  、区長申立258  、区長申立226  長申立278件、親族  、区長申立286  、区長申立294  、区長申立302
件、親族調査11 件、親族調査10 件、親族調査84 調査84件 件、親族調査84 件、親族調査84 件、親族調査84

7件 2件 件 件 件 件

実績  報酬助成650件  報酬助成654件件数
 、区長申立211  、区長申立262
件、親族調査73 件、親族調査77

件 件

 報酬助成100％ 報酬助成100％ 報酬助成100％ 報酬助成100％、区 報酬助成100％ 報酬助成100％ 報酬助成100％

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

報酬助成、区長申立
、親族調査

 、区長申立100  、区長申立100  、区長申立100  長申立100％、親族  、区長申立100  、区長申立100  、区長申立100
％、親族調査10 ％、親族調査10 ％、親族調査10 調査100％ ％、親族調査10 ％、親族調査10 ％、親族調査10

0％ 0％ 0％ 0％ 0％ 0％

 報酬助成122％ 報酬助成127％実績達成率
％ 、区長申立82％  、区長申立101

、親族調査62％ ％、親族調査75
％

認知症等により判断能力が不十分な者の保護・支援のため、成年後見制度を利用するにあたり、身寄りのない者等については区長が審
判請求を行い、申立費用を支出します。
本人に資力がある場合には、後見人選定後に申立費用を求償しますが、申立費用及び後見人報酬の負担が困難な者に対しては費用の一
部を助成します。
また、区長申立に係る親族調査を委託にて実施します。
※事業の実施は各区長へ委任。制度主管は福祉保健課。知的障害者福祉法及び精神障害者福祉法適用の場合は、障害施策推進課で予算

事業目的

措置します。

老人福祉法第32条、高齢者虐待防止法第28条に基づく法的行為であり、福祉を図るために特に必要があると認められる場合に迅速かつ
、効率的に運用します。
増加傾向のある利用実績の推移を注視し、事業の見直しを適宜行うことで、さらなる成年後見制度の利用拡大を図ります。

高齢者の増加に伴い対象者が増加している。

背景・課題

地域支援事業実施要項、横浜市成年後見制度利用支援事業要綱、介護保険法及び関係政省令根拠法令・方針決裁等

・区長申立件数の実績推移
R2：236件(前年度比-18件)、R3：211件（前年度比-25件)、R4：262件（前年度比+51件）　→　R2～R4の平均件数236件/年から、R2

～R4の平均増減件数：+8件/年を加えてR6の見込件数を試算。（※R7以降はR6の見込件数に８件/年を加えて試算）
・後見人報酬助成件数の実績推移
　R2：494件(前年度比+4件)、R3：650件(前年度比+156件)、R4：654件（前年度比+4件）　→　R2～R4の平均件数599件/年に、R2～R4
の平均増減件数+54件/年を加えてR6の見込件数を試算(※R7以降はR6の見込件数に54件/年を加えて試算)
・親族調査委託件数の実績推移
R2：100件(前年度比+20件)、R3：73件(前年度比-27件)、R4：77件（前年度比+4件）　→　R2～R4の平均件数84件/年をR6の見込件数

として試算(※R7以降はR6の見込件数を据置)

根拠・データ等

区長申立の必要が生じたとき、後見人等報酬助成申請がされたときに随時対応します。

事業スケジュール

6高齢施設課健康福祉局

介護保険事業費会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

区長申立に要する費用助成

細事業(事業内訳）

1

後見人等の報酬助成
2

親族調査等委託
3

196,072 153,977 42,095

松村 健也 田中 牧子 矢嶋 李緒

■■■ ■■■ ■■■ ■■■

■■■ ■■■ ■■■ ■■■

■■■ ■■■ ■■■ ■■■



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

介護サービス自己負担助成事業費

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

           210,494令和6年度             18,913                  0            144,092            31,659             15,830

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           139,983

              70,511

            29,024

               2,635               1,318

                 0

                   0

            79,108

              64,984

           173,143            132,375

           113,514

           169,074            189,363            212,087

            14,512

           107,574

           158,470

           115,658

            73,652

            67,506

            62,923             70,473             78,930

            17,339

               1,574

要介護（要支援）認定を受けており、収入要件等が一定の基準に該当する場合、在宅サービスやグループホームを利用する際の利用者
負担、グループホームの家賃・食費・光熱水費及び特別養護老人ホーム等のユニット型個室の居住費の一部を助成します。事業概要

（アクティビティ）
【助成の種類及び内容】
・在宅サービス助成　：介護保険の在宅サービス利用に係る利用者負担の定率助成（３％又は５％に軽減）及び定額助成
・グループホーム助成：介護保険のグループホーム利用に係る利用者負担の定率助成（３％又は５％に軽減）、定額助成及び
　　　　　　　　　　　居住費助成
・施設居住費助成　　：特定介護保険施設（特別養護老人ホーム等）のユニット型個室利用に係る施設居住費について、月額
　　　　　　　　　　　５千円程度（日額165円）を助成

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

          1075           1022           1106               1035           1130           1237           1360
助成対象者

実績            947            878人

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

収入要件等が一定の基準に該当する方が、１割の自己負担等が過重なために必要な介護サービスが受けられないことが
ないように、利用者負担軽減制度として、本市独自事業である介護サービス自己負担助成を実施します。

事業目的

背景・課題

横浜市介護サービス自己負担助成事業要綱、地域支援事業実施要綱根拠法令・方針決裁等

・助成対象者数
　【在宅サービス助成】令和３年度:757人、令和４年度:673人、令和５年度見込:707人、令和６年度見込:743人
　【グループホーム助成】令和３年度:166人、令和４年度:179人、令和５年度見込:215人、令和６年度見込:258人
　【施設居住費助成】令和３年度:24人、令和４年度:26人、令和５年度見込:30人、令和６年度見込:34人
・助成費実績
　令和３年度:90,161千円、令和４年度:93,421千円、令和５年度見込:118,433千円、令和６年度見込:128,184千円

根拠・データ等

・平成13年度：事業開始（在宅サービスの利用者負担助成）
・平成21年度：グループホーム利用者負担助成を開始
・平成22年度：特別養護老人ホーム等の施設居住費助成を開始
・平成23年度：施設居住費助成の対象拡大（負担限度額認定第１・２段階）及び第３段階を廃止
・平成24年度：グループホームの居住費助成を開始
・平成27年度：在宅サービス利用者負担助成を拡大（総合事業の訪問型・通所型サービスを追加）
・平成30年度：グループホームの居住費助成を拡充

事業スケジュール

平成13年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護サービス自己負担助成事業費
細事業(事業内訳） 1            210,494            139,983               70,511 システム改修費及び扶助費の増加

           210,494            139,983               70,511

７介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 片寄 努 大塚 哲也



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

3 3

地域で支える介護者支援事業

1 15 6

事業名称

歳出予算科目

            21,148令和6年度              4,872                  0              4,069             8,138              4,069

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            18,495

               2,653

             7,116

               1,022                 510

                 0

                   0

             3,559

                 510

            20,358             19,262

            14,346

            21,148             21,148             21,148

             3,559

             5,445

            12,566

             3,842

             5,222

             4,207

             4,069              4,069              4,069

             4,261

                 611

認知症などの要介護者やその介護者が、住み慣れた地域で安全で安心して生活できることを目的として、介護者支援やネットワーク構
築支援、普及啓発を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         1,600          1,700          1,800              1,900          2,000          2,100          2,200
見守りシール登録

実績          1,756          1,861人

            60            60            55                55            55            55            55

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

高齢者実態調査にお
ける「認知症にとて
も関心がある人の割

          39.2            ―実績%
合」

　介護者支援として、認知症高齢者等を介護する家族を対象とした介護方法等習得のための介護者セミナー等を行います。また、介護
負担を軽減するため、ピアカウンセリングの場となる介護者のつどい等の開催支援を行います。さらに、認知症の対応を学ぶ市民向け
認知症のケア技法等の講演会を行います。
　認知症高齢者等の見守りのために、関係機関（介護サービス事業者、警察署、医療機関、消防署、ボランティア団体等）や地域関係
者との有機的な連携支援体制の構築を進めます。また、認知症の方の行方不明時の身元不明対策を目的とした見守りシールを作成・配
付します。さらに、地域での支え合い意識の向上を目的とした市民対象の普及啓発研修会等を行います。

事業目的

認知症高齢者等を介護する家族の介護負担を軽減し、認知症高齢者等や家族が住み慣れた地域で安心して生活することができることが
求められています。

背景・課題

精神保健福祉法、横浜市福祉保健センター精神保健福祉業務実施要綱、横浜市認知症高齢者地域支援事業実施要綱、横浜市身元不明認根拠法令・方針決裁等
知症高齢者等一時保護事務取扱要領、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律、横浜市高齢者虐待防止事業実
施要綱、介護保険法及び関係政省令、地域支援事業実施要綱

見守りシール登録者数　令和２年度：1,449人　令和３年度：1,756人　令和４年度：1,861人

根拠・データ等

・昭和51年度：事業開始　認知症高齢者対策事業を実施
・平成14年度：旧衛生局から移管
・平成15年度～：在宅高齢者介護問題調査検討事業の拡大事業として実施
・～平成24年度：認知症支援事業及び在宅高齢者虐待防止事業として実施
・平成25年度～：本事業にて実施
・平成30年度～：認知症高齢者等見守りシール事業を実施

事業スケジュール

昭和51年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護者支援事業

細事業(事業内訳）
1                648                648                    0

ネットワーク構築支援事業、普及啓発推進
2             20,500             17,847                2,653 普及啓発動画作成にかかる委託料の増

            21,148             18,495                2,653

8高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 小山 哲弘 後藤 沙恵



（様式①）

[健康福祉局] １款４項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
ねたきり高齢者等日
常生活用具(紙おむ
つ)給付事業

526,157 0 0 0 526,157 0

2
ユニット型特別養護
老人ホーム施設居住
費助成事業

296,643 0 0 0 296,643 0 〇

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 822,800 0 0 0 822,800 0

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

ねたきり高齢者等日常生活用具（紙おむつ）給付事

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

業

           526,157令和6年度            526,157                  0                  0                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

                 0

             526,157

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

                   0

                 0                  0

           362,875

           527,971            555,976            585,800

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

            69,853

                 0                  0                  0

                 0

             526,157

介護保険上の要介護者に該当し、ねたきり又は認知症の状態にある生活保護世帯又は市民税非課税世帯を対象に紙おむつを給付する。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         4,715          4,999          5,125              5,424          5,741          6,071          6,424
年度更新対象者数

実績          4,695          4,906人

        72,097        68,229        64,608            61,214        59,551        57,212        54,401

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

給付の延べ月数

        55,045        52,954実績月

介護保険の給付対象外である紙おむつを給付することで、在宅高齢者等の福祉の増進及び介護者の負担軽減を図ることができます。ま
た、高齢者を介護している家族の経済的負担を軽減することで、要介護者の在宅生活の維持に効果があります。

事業目的

要介護認定者数は年々増加傾向にあり、個々の状況に応じた在宅生活を支えるサービスが求められています。紙おむつ給付に関しては
 、施設入所者は介護保険により給付が受けられる一方、在宅介護の場合は他に支援がありません。

背景・課題

（国）介護保険法及び関係政省令根拠法令・方針決裁等
（市）横浜市介護保険条例、横浜市ねたきり高齢者・ひとり暮らし高齢者等日常生活用具（紙おむつ）給付事業実施要綱

要介護（１～５）認定者数※横浜市統計書
令和２年…125,545人　令和３年…128,682人　令和４年…130,893人

根拠・データ等

昭和45年度　事業開始
平成16年　　対象者を市民税非課税世帯とした。
平成25年　　給付基準額を１単位2,080円から2,000円に変更。
令和５年　　紙おむつの価格高騰等に係る対応分として、事業者への支払い額を１単位あたり200円上乗せした。

事業スケジュール

昭和45年度事業開始年度

1
5年度6年度

ねたきり高齢者等日常生活用具（紙おむつ）給付事
細事業(事業内訳） 1            526,157                  0              526,157 利用者数増のため業

           526,157                  0              526,157

3高齢在宅支援課健康福祉局

介護保険事業費会計

吉原 祥子 郷原 達也 井田 陽穂



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

4 1

ユニット型特別養護老人ホーム施設居住費助成事業

1

事業名称

歳出予算科目

           296,643令和6年度            296,643                  0                  0                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

                 0

             296,643

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

                   0

                 0                  0

                 0

           443,004            443,004            443,004

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0                  0                  0

                 0

             296,643

ユニット型特別養護老人ホームへの入所を希望する方のうち、補足給付（部屋代・食費の軽減）が受けられず、収入に対する利用料の
負担割合が高くなることが見込まれる方に対し、部屋代の一部を助成をします。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                      1600               1600           1600           1600           1600
助成対象者数

実績                             人

           480           480           480               480           480                            

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

入所待ち解消者数

                            実績人

従来型特別養護老人ホームに比べ、高額となるユニット型特別養護老人ホームの部屋代に対して、新たな施設居住費助成を実施するこ
とで、従来型特別養護老人ホームを希望している方をユニット型特別養護老人ホームへ入所していただけるよう誘導し、入所待ち者数
の減少につなげます。

事業目的

長期間特別養護老人ホームへの入所をお待ちになっている方の状況分析を実施した結果、経済的な理由で費用の安い従来型特別養護老
人ホームのみを希望している方が一定数いることがわかりました。その中で、補足給付を受けられない介護保険料段階が５段階から７
段階の方の収入に対する施設利用料等の支出割合が高くなり、厳しい状況であるため、この方々に対する支援を行う必要があります。

背景・課題

根拠法令・方針決裁等

ユニット型特別養護老人ホーム入所者のうち、保険料段階が第５段階から第７段階の方が約１６%と推計。
令和５年１０月時点のユニット型特別養護老人ホーム入所者約１万人から助成対象数を推計。
横浜市特別養護老人ホーム入所待ち者数：4,479人（令和５年７月１日時点）

根拠・データ等

平成22年度：特別養護老人ホーム等の施設居住費助成を開始
令和６年度：ユニット型特別養護老人ホーム施設居住費助成の新設

事業スケジュール

令和６年度事業開始年度

1
5年度6年度

ユニット型特別養護老人ホーム施設居住費助成事業
細事業(事業内訳） 1            296,643                  0              296,643 新規事業による増

           296,643                  0              296,643

高齢施設課健康福祉局

介護保険事業費会計

松村 健也 細川 周蔵 阿部 洋平



（様式①）

[健康福祉局] １款5項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
介護保険給付費準備
基金積立金

2,159,111 0 148,920 0 2,010,191 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 2,159,111 0 148,920 0 2,010,191 0

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

5 1

介護保険給付費準備基金積立金

1 15 99

事業名称

歳出予算科目

         2,159,111令和6年度          2,159,111                  0                  0                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           148,920

           2,010,191

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

                 0

                   0

         3,161,239            367,241

         5,522,588

                 0                  0                  0

                 0

                 0

        11,642,515

                 0

                 0

                 0

                 0                  0                  0

           148,920

           2,010,191

介護保険事業運営期間において、年度毎の給付費の変動等に対処し保険料剰余金を適正に管理するため設置した介護保険給付費準備基
金への積立てを行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

介護保険事業運営期間において、年度毎の給付費の変動等に対処し保険料剰余金を適正に管理するため設置した介護保険給付費準備基
金に積立を行い、後年度の給付費支払いに備えます。

事業目的

背景・課題

介護保険法・横浜市介護保険給付費準備基金条例根拠法令・方針決裁等

【給付費準備基金の状況】
　〇各期末残高推移
　 H14年度(1期)末残高：11,513,210千円、H17年度(2期)末残高：5,800,473千円、H20年度(3期)末残高： 6,152,927千円、
　 H23年度(4期)末残高： 4,954,779千円、H26年度(5期)末残高：          0円、H29年度(6期)末残高：15,732,766千円、
　 R2年度(7期)末残高 ：15,561,356千円、R5年度(8期)末残高見込：22,173,949千円根拠・データ等

平成12年：横浜市介護保険給付費準備基金条例により基金を設置

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

介護保険給付費準備基金積立金
細事業(事業内訳） 1          2,159,111            148,920            2,010,191 第９期介護保険事業計画に基づく増

         2,159,111            148,920            2,010,191

1介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 森 充弘 滝口 あや子



（様式①）

[健康福祉局] １款6項１目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 予備費 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 10,000 10,000 10,000 10,000 0 0

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度 増△減（６－５）
新
規
・
拡
充



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 1

予備費

1 99 99

事業名称

歳出予算科目

            10,000令和6年度                  0                  0             10,000                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            10,000

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            10,000

                   0

                 0             10,000

                 0

            10,000             10,000             10,000

                 0

                 0

                 0

                 0

            10,000

                 0

            10,000             10,000             10,000

                 0

                   0

年度の途中における予見し難い介護保険事業費会計予算の不足に充てることを目的とします。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

事業目的

背景・課題

地方自治法、介護保険法施行規則根拠法令・方針決裁等

根拠・データ等

事業スケジュール

平成12年度事業開始年度

1
5年度6年度

予備費
細事業(事業内訳） 1             10,000             10,000                    0

            10,000             10,000                    0

介護保険課健康福祉局

介護保険事業費会計

廣原 英樹 森 充弘 滝口 あや子
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